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　アイヌの人々が
暮らした村、コタ
ンには絶対権力者
というものは存在
しませんでした
が、集落単位で何
かを決めなくては
ならないとか、全
体行事、争いごと
の調停などの世話役として、村長と副村長にあたる補
佐役が 2名ほどいました。村長はソーオッテナ（総乙
名または惣乙名）、その補佐役 2名はワキオッテナ（脇
乙名）、オッテナ（乙名）またはコンツカイ（小使）、
ミンヤケトリ（土産取）と呼ばれました。これらの名
称は、松前藩が上意下達のため取り入れた日本の古語
で、オッテナは族長、家長を示す乙

おと

名
な

に由来します。
　今日みるアイヌ文化は、日本文化を応用・借用しな
がら成立させたもので、15－ 6 世紀以後、松前藩が台
頭することで、より日本化が進みました。一方、和人
とアイヌを意味する蝦夷（えぞ、中世以前はえみし）
との昆布や鷲

わし

や鷹
たか

の羽、陸海獣の毛皮などの交易は奈
良、飛鳥時代から行われていました。 7世紀半ばには、
阿倍比羅夫が蝦夷征伐のため東北を経て北海道まで遠
征していることからも、アイヌと和人の交流の歴史は
遙
はる

か昔に遡ると考えるのが自然です。
　ここで、前回も簡単に触れたアイヌ社会での紛争解
決方法、チャランケ（チャ・（正論を）口に、ランケ・
下ろす＝正論を主張する）についてもう少し具体的に
説明します。コタンでもめ事が発生すると、まずは村
長と 2名の補佐役が当事者間での話し合いによる和解
を促します。それでも折り合いがつかない場合は、裁
判―チャランケが行われます。はじめに当事者を擁護
する弁護人が本人の代理として言い分を主張し、続い
て相手方の代理人が主張を述べ、正当性を競い合いま
す。代理人は雄弁かつ、過去の事例や故事来歴までも

引き合いに出して
論を尽くす博識者
でなければなりま
せんでした。ユ
ニークなのは、こ
の弁論がユーカラ
の語りのような節
つきで語られ、村
人たちはそれを

各々縫物などの作業をしながら傍聴し楽しんでいたこ
とです。双方の主張の受け答えは何日も続くこともあ
り、いかにものんびりとした裁判だったと想像できま
す。そして、相手の言い分を言い負かせば、皆がその
正当性を認めます。十分に弁論が尽くされると、村長
と 2名の補佐役がチャランケの内容を検討したうえ
で、長老にお伺いを立て、最終的な結論を出すのです。
チャランケの結果には代理人の弁舌の巧みさも大いに
影響したため、もめ事がおきると、当事者は弁論能力
の高い人を探して代理人を依頼しました。この点で、
弁護士の能弁さが結論を大きく左右することがあると
いわれる、アメリカ式陪審裁判にそっくりだと思いま
す。さらに、傍聴人が裁判の結論に異議を申し立てる
こともできました。
　実際にあったことだそうですが、ある人が他の家の
道具を借りて壊してしまいました。しかし、貧しいの
で弁償することができません。このためチャランケと
なり、弁償するかわりに当事者が相手の家に行って働
くという労役が課されました。ここで一人の老婆から、
働き手が他の家に行ってしまったら、残る家族はどの
ようにして生活の糧を得るのか、という異議申し立て
がなされます。結局、この異議は認められ、労役を課
された人は家族ごと相手の家に行って義務を果たすと
いうことで、一件落着したそうです。個々人の意見が
尊重されるところなど、まさに民主主義そのものだと
いう印象を受けた次第です。
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